


本日伝えたいこと

①小多機の魅力について

②ケアマネの可能性を広げる地域密着型

③小多機運営の難しさ・改善ポイント

④科学的介護情報システム LIFE普及

⑤国が進めたい看護小多機普及ヒント

既存の小多機も頑張っていること



②ケアマネの可能性を広げる地域密着型

パッションが大切
•施設ケアマネの専門性を
発揮しやすい事業形態の
ひとつ

・小多機ケアマネは動くケアプラン
パドルシップケアマネ



１，小規模多機能型居宅介護事業所制度のおさらい

①市町村の指定受け事業所が運営されている

②市町村に３か月以上住所のある方が利用可

③登録制で２５～２９名の方が利用可能

④通い・訪問介護・泊まり
・ケアマネが一体となった
サービス

⑤補足（介護を分け合う）
通い１日（１５～１８名）
泊まり （部屋数）
※制度開始時には有料老人ホームと
併用で『住まい』も構想されている。



２，小多機ケアマネージャーの役割

①ケアマネ業務

②管理者又は生活相談員業務

③介護

④運営推進会議 年6回（利用者・家族の代表者、

地域有識者・地域包括支援センターや市役所

CSWさんを招いて運営推進会議を行い、事業所の

質の維持向上に努める）（サービス評価年1回）

⑤事業所の育成 家族の要望や意見等には事業所を

良くする事・育む事での解決を図る。



・質の高い介護を行うために（事業所の育成）
・専門職としての自覚をグラデーションで育む
（関りを絶やさないよう努める）

仕事仲間
多職種

地域

利用者

利用者家族
専門



③小多機運営の難しさ・改善
ポイント

④看護小規模運営のヒント



小多機のサービス実態（厚生労働省介護事業
経営実態調査・全国小多機連絡会資料参照）

•令和１年度調べ 全国小多機

•登録定員２９名 実利用定員 約２１名

•平均介護度２．２

•日中の人員配置基準が利用者３名に対し職員１名
（１８名利用の場合６名必要）

•収支見込み

•赤字見込み３５％ ほぼ均等３０％ 黒字２７％
不明７％ 小数点以下切捨て



丸目の介護報酬について

小多機基本報酬（同一建物外利用者）

要支援１ 3,438

要支援２ 6,948

要介護１ 10,423

要介護２ 15,318

要介護３ 22,283

要介護４ 24,593

要介護５ 27,117

別途加算はあるが平均介護度2.2では運用困難



小多機運営が難しい理由

①ユイマールで分け合うサービス

通いは登録25名→1日15名迄の利用

登録29名→1日18名迄の利用

泊まりは部屋数に応じて泊まりを利用できる

人数が決まる。4～9名程度



小多機運営お役立ち情報（改善ポイント）

①軽介護者は精神障がい者分野の重度認知症

デイサービスと併用を検討。

（条件 身体介護を伴わない事）

通い定員の節約につながる。

②利用者が重度となり通うのが難しくなってき

たら訪問介護の日を増やしていく

（レスパイトケアでの通い・泊まりとバランス

をみながら）



４，事業所を持続させる為のポイント



２０２４年 令和６年度以降医療保険・介護保険
障がい者保険 変わっていくこと予測

小規模多機能型居宅介護事業所の強みを活かす術

１，医療保険削減の為、入院→在宅療養が進められる。

２，お泊りデイサービスが驚異の存在になる。

３，徐々に要支援・要介護１・２の方が地域に戻される。

４，介護保険対象年齢の引き上げ（第一号被保険者７０歳等）

５，障がい者保険の役割拡充

（２号被保険者・介護保険十六疾病以外の方の支援）



１，入院→在宅療養に切り替えるにあたり
看護小多機が求められてくる。
・既存の小多機で出来る事。

・看多機に切りかえる場合の課題
看護師の安定した人員確保が課題となる。

・既存の小多機で提供できる支援の可能性
訪問看護・訪問診療との併用で看護小多機
と近しいサービスが担える



小多機での訪問診療・看護等サービスの組み方事例

•小多機の丸目の単位数は認められている
単位数の7～7.5割程度、残りの単位数で
福祉用具や訪問サービスを提供できる

•例、要介護３ 訪問診療２訪問看護１

緊急時訪問すると単位数オーバー

・要介護４ 訪問診療２ 訪問看護２

1～2回は時間帯によるが緊急時可能

・要介護５訪問リハビリが週に1回組める

（電動ベッド等を組んだ残単位数想定）



訪問診療・訪問看護 連携時に役立ちそうな制度
①体調を崩し訪問の頻度を増やす必要が出てきた際、
医師からの特別指示書が頂けると２週間の訪問が
療保険に切り替わり提供される。

②パーキンソン病等、難病医療費助成制度の元、難病
医療受給者証での訪問看護やリハビリがある。

③２つの精神疾患がある際（うつ・認知症等）は自立
支援者証での訪問看護も選択肢となる。

④小多機の泊まりの中日であれば、訪問看護は介入で
きないが往診は認められている。

⑤介護保険が単位数いっぱいで訪問看護が難しい場合
は往診や特別指示書での介入をお願いできないか等、
相談は大切。



２，お泊りデイサービスとの違いを強みに

・課題

ケアマネもそのままのお泊りデイサービスは、柔軟な
サービスが期待され、皆に応援される存在になる。

小規模多機能とは対象者が重なる事が想定される。

・小多機サービスを選んで頂けるように

在宅療養や、朝の準備など訪問介護の強みを活かせる

ことで利用者のニーズに答える。

・丸目サービスで通常より支援を必要としている方々を支

える。



２，介護保険負担割合が引き上げられた際の対応

・課題

介護負担割合が2割の方が、おおよそ5人に1人の割合

から4人に1人の割合に増えた際、丸目の小多機の介

護サービスを選ばれにくくなる。

・小多機サービスを選んで頂けるように

在宅と施設の中間施設として施設より介護にかかる

ランニングコストを抑えられる在宅療養できる事で

経済的負担の緩和が図れることを強みとする。



３・４・５今後の介護保険制度改正時の見通し

ゆくゆく介護保険対象者年齢引き上げや支援対象者が
改められた際、事業所の役割を転換していく為、

介護保険と障がい福祉サービスの共生型を検討する。

①介護支援専門員は 相談支援専門員についても学び、

障がい者福祉の相談支援にも備える事が必要。

②事業所内で介護保険対象者と障がい福祉対象者の活

動を分けたい場合は（小多機の場合）サテライト

事業所開設を検討

③身体障がいについてや精神障がい・知的障がい等の

支援について職員と共に学ぶ必要がある。



相談支援専門員について

相談員又は支援従事者として実務経験３～１０年を積
み、相談支援従事者初任者研修を受け、相談支援専門
員になれる（５年更新）

・障害者総合支援法に基づく。



小規模多機能居宅介護事業所含め、
介護兼務のケアマネが主任ケアマネになるには

①管理者と兼務であれば、実務経験５年で主任介護支援専
門員研修を受講する事でなれる（正規の方法でなれる）

②介護と兼務の場合は、認定介護支援専門員（兼務での実
務経験３年）の認定を受け、主任介護支援専門員研修を
受講する事でなれる。現利用者の支援状況を大まかにま
とめ、認定ケアマネ協会に提出、その中から看取り支援
や認知症支援など３名のアセスメントやケアプランを提
出・認定ケアマネ協会での質疑応答の後合否が決まる
（詳しくは認定介護支援専門員サイトをチェック）。

③専任であれば通常通り実務経験５年で主任介護支援専門員研修
を受講することでなれる（正規の方法でなれる）。



・科学的介護情報システムLIFEが普及するための私見

•小多機含め、施設ケアマネは専任ではなく介護と兼務
の場合が多く、LIFEに取り組みたい気持ちや、関心を
持ち事業所に提案したい気持ちはあっても実情LIFEに
取り組める余力がない事が想定される。兼務から専任
にする等環境を整える事で普及が進むと感じている。

•私自身も現状だとその責任を果たせるか考えてしまう。



ご清聴ありがとうございました。
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